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見える化状況検査の概要等

１

○ 各統計に関する情報の公表状況（＝見える化状況）を共通の基準により検査するもの

○ 平成29年に総務省が実施した「統計精度検査」の中で、基幹統計調査（54）を対象に
精度に関する情報の公表状況を調査して、統計委員会に報告

見える化状況検査の概要

○ 平成30年３月「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成30年３月６日閣議決定）

・ 有効性が確認できたことから、この取組を継続的かつ効率的に実施するため、標準検査
（＝見える化状況検査）については統計棚卸しと一体的に行う

○ 平成30年３月、「平成28年度統計法施行状況に関する審議結果報告書」（統計精度
検査関連分）

・ 一般統計調査のみならずe-Statに掲載されている業務統計や加工統計に対象を拡
大することについて、来年度以降、本検査を引き継ぐこととされている統計委員会の棚卸
しチーム及び総務省において検討することが必要

○ 平成30年6月、「平成29年度統計法施行状況報告」

・ 基幹統計調査の検査結果をフォローアップ（大幅な改善が見られた）

・ 今後は、一般統計調査、業務統計や加工統計に対象を順次拡大すること、それに応じ
てひな型（総務省が示す公表モデル）を改善することなどが検討課題

最近の経緯

１



2018年度における取組（案）

２

○ 今年度の統計棚卸しの対象となる一般統計調査（37）及び業務統計（244）

※他の一般統計調査及び業務統計は、統計棚卸しの対象となった際に検査の対象とする。

2018年度における検査対象（案）

○ 基幹統計調査を対象として実施した検査において、概ね半数以上の統計でホームページへ
の掲載が確認できた検査項目について検査

⇒ 資料７ー１（左欄）参照

○ 併せて、「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」（2006年３月31日、各府省
情報化統括責任者(CIO)連絡会議決定、2012年9月7日改定）により、ホームページへ
の掲載が必須とされている項目についても検査

⇒ 資料７ー１（右欄）参照

○ 情報の公表状況を評価するスコアリング基準（案）は、資料７ー２を参照

一般統計調査の検査基準（案）

精度に関する事項

○ 上記一般統計調査の検査基準（案）のうち、「最適化計画」でホームページへの掲載が
必須とされている項目（業務統計が対象の項目に限る）について検査

業務統計の検査基準（案）

基本的事項

基本的事項



参考：統計調査等業務の業務・システム最適化計画

３

○ 統計調査のオンライン化やホームページのコンテンツ構成など、各府省共通で一定のルールを
定め、報告者負担の軽減や利活用促進など、業務の最適化を図るもの

計画の概要

統計に係るホームページの共通メニュー及び共通掲載項目（必須のもの）

統計調査により作成する統計
（基幹統計、一般統計）

統計調査以外の方法により作成する統計
（基幹統計（国民経済計算等）、業務統計、加工統計）

共通メニュー 共通掲載項目 共通メニュー 共通掲載項目

調査の概要 調査の目的 統計の概要 統計の目的

調査の対象

調査事項

調査の時期

調査の方法

調査の結果 用語の解説 集計結果又は推計結果 用語の解説

利用上の注意 利用上の注意

正誤情報 正誤情報

統計表一覧 統計表一覧

公表予定 公表予定

問い合わせ先 問い合わせ先



H29.11

H30. 3

★全数調査スコアチャート ※スコア計の大きい順（同点は建制順）でソート
学校基本調査

医療施設調査

地方公務員給与実態調査

造船造機統計調査

漁業センサス

経済センサス－基礎調査

鉄道車両等生産動態統計調査

人口動態調査

ガス事業生産動態統計調査

経済センサス－活動調査

国勢調査

薬事工業生産動態統計調査

経済産業省生産動態統計調査

社会教育調査

石油製品需給動態統計調査

農林業センサス

商業統計調査

海面漁業生産統計調査

港湾調査

経済産業省企業活動基本調査

工業統計調査

経済産業省特定業種
石油等消費統計調査

調査対象

他統計との
比較・分析

調査方法
（データ収集方法）

集計・推計方法非標本誤差

４

参考：基幹統計調査の見える化状況検査結果



H29.11

H30. 3

★標本調査スコアチャート ※スコア計の大きい順（同点は建制順）でソート
就業構造基本調査

労働力調査

建設工事統計調査

個人企業経済調査

学校教員統計調査

法人企業統計調査

民間給与実態統計調査

木材統計調査

牛乳乳製品統計調査

作物統計調査（面積調査）

患者調査

学校保健統計調査

住宅・土地統計調査

社会生活基本調査

賃金構造基本統計調査

家計調査

小売物価統計調査（動向編）

農業経営統計調査

作物統計調査（作況調査）

毎月勤労統計調査

国民生活基礎調査

小売物価統計調査（構造編）

船員労働統計調査

特定サービス産業実態調査

商業動態統計調査

建築着工統計調査

全国消費実態調査

内航船舶輸送統計調査

法人土地・建物基本調査

自動車輸送統計調査

作物統計調査（被害調査）

科学技術研究調査

標本設計
他統計との
比較・分析

調査方法
（データ収集方法）

集計・推計方法

標本誤差

非標本誤差

５


